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中国との技術的競争̶̶⽇⽶の課題1

森  聡 法政⼤学教授 

アメリカと中国が互いに不信感を強め、戦略的競争と呼ばれる関係に⼊るに連れ、経済⾯及
び技術⾯での中国との相互依存関係は「安全保障化」されてきている。中国は、外国製技術
を買い、学び、盗むことで外国製技術への依存度を低下させ、軍事・産業・情報⾯での優位
のためにそれらの技術を活⽤する戦略を展開してきた。これに対してアメリカは、オバマ政
権の頃より対応をとり始め2、トランプ政権期に対抗策を劇的に拡⼤させた。政策担当者ら
の間では、いまや中国との相互依存関係をアメリカの脆弱性とみなすに⾄っている。⽶中間
で往来するモノ、技術、データは各種の規制に服すようになり、両国の政府は、研究・開発
予算を増額し、相⼿への依存を低下させる取り組みを進めている。こうした中で、「技術的
デカップリング」という⽤語が⼀般化するようになった。 

⽇⽶は中国に対して安全保障上の懸念を強めつつも、依然として中国との経済関係を保っ
ており、⽇本国際フォーラムの緊急提⾔が指摘したようなリスクが⽣じている。ネットワー
クがグローバル化し、相互依存の構造が存在する中で安全保障上の競争が激化したため、い
わゆる軍⺠融合を進め、政治的な⽬的のために経済的な⼿段を利⽤して他国を恫喝する中
国への対応は、⼀筋縄ではいかなくなっている。こうし複雑な状況において、⽇⽶は少なく
とも⼆通りの⼤きな取り組みを進める必要が⽣じている。第⼀に、⽇⽶の科学技術エコシス
テムの連接性向上を含む、研究・開発⾯での協⼒を深化する必要がある。第⼆に、⽇⽶が中
国の軍⺠融合発展戦略を踏まえて、中国の科学技術分野での接点の管理について調整を進
めていく必要がある。 

１．⽇⽶間の研究・開発協⼒の深化 
⽇本とアメリカは、技術分野での競争⼒を⾼め、イノベーションを促進するために、すでに
各種の協⼒を進めている。直近の例では、2021 年 4 ⽉に発表された⽇⽶競争⼒・強靭性
（CoRe）パートナーシップがある。このコア・パートナーシップには、５Gオープン RAN
と６G、グローバル・デジタル連結性パートナーシップ、世界的な情報通信技術の標準の開
発、サプライチェーン協⼒、バイオテクノロジー、量⼦情報科学・技術などに関する協⼒イ
ニシアティヴが含まれている。3また、2022 年 1 ⽉ 6 ⽇の⽇⽶安全保障協議委員会（２＋
２）の共同発表によれば、閣僚らは、「⼈⼯知能、機械学習、指向性エネルギー及び量⼦計
算を含む重要な新興分野において、イノベーションを加速し、同盟が技術的優位性を確保す
るための共同の投資を追求することにコミットした。」4⽇⽶は、極超⾳速技術に対抗するた
めの将来の協⼒に焦点を当てた共同分析を実施することでも⼀致した。 

今後の研究・開発⾯での協⼒として、いくつかの取り組みが考えらえる。第⼀に、⽇⽶両政
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府はそれぞれ⾃国内において⺠間セクターの技術イノベーションのエコシステムのマッピ
ング（いかなる企業・組織がどのような技術の研究・開発に従事しているかを⽰す）を⾏い、
越境的な研究・開発協⼒の可能性を特定しやすくすべきである。⽇本は現在、経済安全保障
推進法案の⼀環として、AI、量⼦、宇宙、海洋などに関する特定重要技術の官⺠伴⾛⽀援を
進めようとしているが5、⽇⽶間で官⺠連携事業に関する情報を共有し、相乗効果や補完性
を期待できる協⼒分野を特定していくべきであろう。技術標準を設定する取り組みは、アメ
リカの他の同盟国やクアッド下の協⼒枠組みも巻き込んだマルチパートナーシップのアプ
ローチをとるべきである。

2．中国の軍⺠融合（MCF）への対応 
中国のいわゆる軍⺠融合発展戦略は、アメリカ政府の重⼤な懸念となっている。6軍⺠融合
の射程が広がるにつれ、中国の誰に何を売るべきではないかという判断がますます難しく
なってきている。7アメリカ当局は、軍⺠融合への関与を根拠として、中国の企業や学術団
体をエンティティ・リストや未検証リストに掲載したり、中国⼈学⽣や研究者へのビザの発
給拒否や撤回を⾏ってきた。8それ以上に重要な影響をもたらしているのは、いわゆるデミ
ニムス・ルールや直接製品ルールなどを第三国からの再輸出に適⽤して規制をかける動き
が活発化していることである。その結果、輸出管理の分野では、軍事エンドユーザーや軍事
エンドユースに関連する規制の射程が近年広がってきた。中国はこうした動きに反応して、
独⾃の輸出管理法を 2020 年 10 ⽉に制定した。 

軍⺠両⽤の新興技術の輸出管理をめぐって⽇⽶が歩調を揃えていくのは難しい課題となろ
う。先端技術をめぐる⽶中競争は永らく続くとみられるが、技術分野における全⾯的かつ完
全な分離はおそらく困難であろう。事実、中国で操業するアメリカ、ヨーロッパ、⽇本の企
業の⼤多数は、⽶中競争が激化するなかにあっても、中国での事業を続⾏する⽅針を維持し
ている。9⽶中間の学⽣や研究者の⼈的往来は減少したものの、消え去ったわけではない。
10アダム・シーガルとエルサ・カニアが指摘したように、「協⼒と競争の⽐重は、政治的・地
政学的な事情の変遷に応じて変化するのであり、科学技術の各種分野によっても異なる。」
11 

⽇⽶が純粋な安全保障上の考慮に基づいて、中国との経済的・学術的交流を完全に遮断する
ことは、⽇⽶両国の経済的繁栄とイノベーションの基盤を損なうことになりかねない。こう
した現実を踏まえ、アメリカでも政策専⾨家、企業、研究者らは、技術的・経済的な競争⼒
を維持するのに適した、より洗練された精緻な対応を提唱している。12戦略的考慮に基づい
た安全保障上の利益と、⾃由で開かれた商取引や越境的な交流から⽣まれる経済的な利益
を、各種の政策を通じていかに均衡ないし最適な形で両⽴させるかという根源的な問題は、
個別具体的な課題に応じて答えが導き出されるべきであろう。 
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3．⽇本へのインプリケーション 
以上のような⽶中技術競争の傾向は、⽇本のビジネス界に先⾏き不透明感をもたらしてい
る。本邦のシンクタンクが 2021年 11⽉〜12 ⽉に⽇本企業 100社を対象に実施したアンケ
ートによれば、回答企業の 75パーセントが、最⼤の課題は「⽶中関係の不透明性」と回答
し、60.8パーセント（回答した 97 社のうち 59 社）は、⽶中対⽴によって⾃社の事業に影
響が出ていると答えた。13回答した企業の 59.5パーセント（74社のうち 44社）は、アメリ
カの規制強化（関税含む）によるコスト増の影響を受けていると答えたのに対し、33.8パー
セントは中国の規制強化によるコスト増の影響を受けていると回答した。14また、回答企業
の 12.5パーセント（96社のうち 12社）は、これまでに⽶中どちらかを選ばなければなら
ないという、板挟みになったことがあると答えている（詳細の説明はない）。15⽶中それぞ
れにおいて事業を展開する上でいかなる懸念を有しているかという事について、以下のよ
うな回答が出ている。16

中国事業を展開する上での懸念事項
（88社） 

⽶国事業を展開する上での懸念事項
（88社） 

中国政府の⽅針変更による事業存
続リスク 

76.1% サプライチェーンの混乱 47.7% 

技術情報を含めた情報漏洩 65.9% ⽶国の中国企業排除の激化 46.6% 

地政学リスク 63.6% ⽶国の中⻑期的な対中政策の⾒通
しづらさ 

45.5% 

中国の競合企業の成⻑ 62.5% 地政学リスク 38.6% 

中国政府の外資規制強化による業
績影響 

52.3% サプライチェーン再編や⽣産移管
等によるコスト増 

28.4% 

サイバー攻撃 52.3% ⽣産体制の再編 9.1% 

サプライチェーンの混乱 52.3% 

中国の技術⼒の向上 47.1% 

⼈材の流出 39.8% 

中国のビザ発給の停⽌や遅れ 28.4% 

出典：アジア太平洋イニシアティヴ、「経済安全保障に関する 100社アンケート：調査結果
に関する主要データ」、10，13 ⾴。 

こうした懸念は、回答企業の 47.4 パーセントをして⽇本政府に政策の⽅向性を明⽰して欲
しいと回答させ、18.6 パーセントは企業利益確保を念頭においた政策決定を期待すると回
答させた。17

以上のような状況を踏まえれば、アメリカの域外で適⽤される規制が過剰なものとならな
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いように担保する⽇⽶間の協議メカニズムを設置し、輸出規制に関して合同で決定してい
くような仕組みが必要であろう。こうした協議メカニズムがあれば、アメリカは、⽇本のよ
うな同盟国の同意を得た上で各種規制を実施した⽅が⼀層の実効性を得られるし、⽇本は
⾃らの商業利益を最適な形で確保しながら規制を実施する道筋を探ることが可能になる。
すでに経済版の２＋２が設置されたが、将来的な⽬標は、総意に基づいて関係国が輸出規制
を調整するミニラテラルあるいはマルチラテラルな規制枠組みを確⽴することであろう。18

合意に基づいた決定とガイドラインは、参加国の企業や学術団体に予測可能性をもたらす
と考えられる。 

ただし、⽇本が意味のある形でアメリカ当局と協議して規制を戦略的に実効化させていく
ためには、①⽇本国内で多義的な新興技術を探索・調査するメカニズムを確⽴し、②将来的
には、国家技術戦略を策定すべきであろう。国家技術戦略においては、⽇本が守り、⼀定の
割合を⾃給し、⼀定の割合を信頼できる国に依存する技術とは何か、そして国際市場で競争
するための技術とは何かを明⽰すべきである。また、中国がアメリカに対抗するためにグロ
ーバルな規模で科学技術⼈材の獲得に乗り出すとみられるため19、国家技術戦略には、⽇本
なりの国際頭脳の獲得ないし循環のための戦略も含むべきであろう。バックボーンとなる
戦略がなければ、⽇本は⽶中両国の規制にアドホックに反応して振り回されることになる
ため、安全保障上の考慮と産業戦略上の考慮を踏まえた国家技術戦略を策定し、中国との技
術競争に⻑期的に臨んでいくべきであろう。20

1 ⽇本国際フォーラムの⽇⽶関係研究会のメンバーの皆様のコメントに感謝したい。特に
アメリカ側メンバーのスコット・ハロルド⽒の詳細にわたるコメントに謝意を記したい。
2 オバマ政権は⼤統領令により、2016年 12⽉に中国企業による半導体装置製造会社
Aixtron の買収を阻⽌した。The White House, “Presidential Order -- Regarding the Proposed 
Acquisition of a Controlling Interest in Aixtron SE by Grand Chip Investment GMBH,” December 2, 
2016. 
3 Ministry of Foreign Affairs of Japan, “U.S.-Japan Competitiveness and Resilience (CoRe) 
Partnership.” 
4 US Department of Defense, “Joint Statement of the U.S.-Japan Security Consultative Committee,” 
January 6, 2022. 
5 いわゆる経済安全保障推進法案（第 4章）では、研究開発に関する資⾦を交付する担当
⼤⾂と特定重要技術の研究開発等に従事する代表者等によって組織される協議会が、特定
重要技術の研究開発に有⽤な情報の収集や、効果的な促進のための⽅策に関して協議を⾏
うこととなっている。 
6 次を参照。Alex Stone and Peter Wood, China’s Military – Civil Fusion Strategy: A View from 
Chinese Strategists, Montgomery, AL: China Aerospace Studies Institute, 2020. 
7 Alex Joske, Picking Flowers, Making Honey: The Chinese Military’s Collaboration with Foreign 
Universities, Sydney, Australia: Australian Strategic Policy Institute, 2018; Emily de la Bruyere and 
Nathan Picarsic, Defusing Military–Civil Fusion: The Need to Identify and Respond to Chinese 
Companies, Washington, DC: Foundation for the Defense of Democracies, May 27, 2021; Alex 
Joske, The Chinese Defense Universities Tracker: Exploring the Military and Security Links of 
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Strategy?: A ChinaFile Conversation,” May 22, 2021. 
9 2020年に実施された各種の企業向けのサーベイによれば、中国から第三国への事業の移
転を考えていたのは、アメリカ企業の約 15パーセント、ヨーロッパ企業と⽇本企業の約
10パーセントに留まっていた。伊藤信吾「サプライチェーンの⾒直しと中国の新構想―⽇
本に必要な多⾯的努⼒」、宮本雄⼆・伊集院淳『⽶中分断の虚実』、⽇本経済研究センタ
ー、2021年、184-185⾴。 
10 ある調査によれば、2018年の⽶国に留学中の中国⼈学⽣は、学部で 46,000⼈、⼤学院
修⼠課程で 41,000⼈、博⼠課程で 36,000⼈で、STEM（科学・技術・⼯学・数学）分野の
ポスト博⼠及び客員研究員は 30,000⼈に上っていた。なお、中国に滞在中の⽶国⼈留学⽣
は約 20,000⼈、⽶国⼈研究者は数百ないし数千⼈規模とされた。Remco Zwetsloot, US-
China STEM Talent ‘Decoupling’: Background, Policy and Impact, Johns Hopkins University 
Applied Physics Laboratory, 2020, p.3. 
11 Elsa B. Kania and Adam Segal, “Globalized Innovation and Great Power Competition: The US-
China Tech Clash,” in Jacques Delisle and Avery Goldstein eds., After Engagement: Dilemmas in 
U.S.-China Security Relations, Washington D.C.: Brookings Institution Press, 2021, p.319.
12 AI⼈材については次を参照。Remco Zwetsloot, James Dunham, Zachary Arnold, Tina Huang,
Keeping Top AI Talent in the United States: Keeping Top AI Talent in the United States, Washington
D.C.: Georgetown University Center for Security and Emerging Technology, December 2019, pp.31-
33.
13 Asia Pacific Initiative, “Keizai Anzenhosho ni kansuru 100 sha ankeito (Questionnaire for 100
Firms Regarding Economic Security,” December 24, 2021, pp.4-5.
14 Ibid., p.5.
15 Ibid., p.6.
16 Ibid., pp.10, 13.
17 Ibid., p.14.
18 こうした取り組みの先には、韓国をこの種の枠組みにいかに⼊れていくかという政策課
題が待ち受けている。 
19 Alex Stone and Peter W. Singer, “How China Is Planning For a Tech Decoupling,” Defense One, 
October 12, 2021. 
20 ⽇本は、中国が⽇本から獲得したいと考えている技術とは何かを把握し、そうした中国
の取り組みに対応するための政策を講じる必要がある。 




